













Japanese Way of Management and the related details 
in Drucker’s Management 
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P.F.Drucker has particularly stressed the Japanese experience, because an 
understanding of the very different ways in Japan may help managers in the 
West tackling common tasks (e.g., the determination of profitability, the 
organization of work and worker, or the making of decisions). He makes use of 













第 2 次世界大戦後からの 4 半世紀にわたったマネジメント･ブ－ムとその教訓

























































































（a minimum rather than a maximum concept),｢持つのが望ましく素晴らし
いものというよりはむしろ必要なもの」（as a need, rather than as something 






































































しいだけの利潤性」（the profitability needed to fulfill the social and economic 
function of profit）ということになる。これは，われわれが“the cost of the future”
を，たんに〈事業経済継続費用〉と訳すのではなく，幅広く〈将来形成費用〉と






















 「日本の労働と労働者の組織」（Japan’s organization of working and worker）
を，ドラッカーは 74 年著の第 20 章「成功物語：日本，ツァイス，IBM」のなか
で，中心に位置づけて考察している。しかも，「それらの根底にある考え方が特別
に『日本的』であるとはいえない（are not specifically “Japanese”）ということ
は，類似の考え方が欧米においても採られていて，同等の効果がえられたという
実例によって，証明される」（Drucker, 1974：258；野田・村上監訳上巻，1974：
427）として，ツァイス（the Zeiss Optical Works）と IBM の例示を追加してい
る。そして，その章は，つぎのような言葉で結ばれている。「日本人やツァイスの


































は，自分自身の職務や仕事仲間に対する責任（responsibility for his own job and 
work group），組織全体の業績と成果に対する自分自身の貢献に対する責任
（responsibility for his contribution to the performance and results of the 
entire organization），職場社会の社会的な課題に対する責任（responsibility for 




























べられている（Ibid.：272-273. 同監訳上巻：449-450. なお，「職場社会」は“plant 
and office communities”とも表現されている）。「労働者に成就感をえさせるた
めには，労働者は，職場社会に対しても実質的な責任をもたなければならない」
（To make workers achieving they must also take substantial responsibility 









































とめる形で，ドラッカーは「日本人の意思決定方法の要点」（the essentials of the 























































































(3) われわれはドラッカーの 74 年著における 3項目について以上のような考察をおこなった。
山城 章の所論（山城，1966，1977，1993；森本，1996）（「日本の経営（management in Japan; 
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